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Ⅰ は じ め に 

 

現庁舎は竣工から47年が経過しており、「老朽化」、「分散化・狭隘化」の問題

を抱えていることに加え、今後30年間で震度６弱以上の大規模地震が発生する

危険性が高く、災害発生時における防災拠点として業務継続性の確保、市民の

生命・財産を守るため、政令指定都市の拠点にふさわしい新庁舎整備が求めら

れる。 

一方、新庁舎整備に当たっては、基本設計を経た現段階において、概算事業

費として、約307億円の事業費が見込まれているところであるが、本市では、先

般「脱・財政危機宣言」が解除されたものの、本市財政を取り巻く環境は依然

として厳しいことから、財源の確保策を慎重に検討し、将来負担へ配慮するこ

とが肝要である。 

このような中、さまざまな市政課題に対する財政需要がありながら、新庁舎

整備を優先することは市民理解を得られないとの理由により、庁舎建てかえあ

りきの議論ではなく、まずは耐震改修や千葉中央コミュニティセンター活用な

どにより対応し、諸条件が整った段階で再度検討すべきとの意見もあることか

ら、多額の事業費が見込まれる新庁舎整備を「未来への投資」として進めるに

当たっては、その必要性や緊急性等について十分に市民理解を得ながら、新庁

舎整備促進を図ることが求められるところである。 

 さらに、新庁舎整備に係る基本設計コンセプトでは、「まち・人・緑をつなぐ

シティホール」や「政令指定都市の拠点にふさわしい機能を備えた庁舎」が掲

げられているところであるが、現庁舎周辺のにぎわいや来庁者の実態、人口減

少に伴う職員数の減少等の見通しを考慮すると、当該コンセプトは現状にそぐ

わないとの意見もあることから、当該コンセプトを実現するため、庁舎の余剰

スペースやみなと公園、千葉中央コミュニティセンターなどの将来的なあり方

もあわせ、庁内一丸となり、慎重かつ具体的なさらなる検討を進めることが肝

要と考える。 

以上のことから、当局におかれては、本要望に示す事項について十分留意し、

今後の庁舎整備事業に取り組まれることを期待するものである。 
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Ⅱ 要望事項 

１ 事業手法について 

 

（１）事業の推進に当たっては、本市の財政負担を可能な限り低減させる観点

から、国の「市町村役場機能緊急保全事業」を活用できる手法で進めるこ

と。 

 

（２）ＶＦＭ（バリュー・フォー・マネー）や事業手法ごとのメリット・デメ

リットの検証、工期、他の工法で懸念される入札不調による工期のおくれ

や手続上の煩雑さ等も勘案すれば、ＤＢ方式が望ましい。 

   

（３）ＤＢ方式で事業を進める場合には、チェック・バランス機能が働きにく

いといわれていることから、優良な施工事業者を選定するとともに、市側

の要望事項・条件等、事前段階からきめ細かく検討・決定し、期待に十分

応えられる実施設計、施工となるよう管理に万全を期すること。 

 

（４）庁舎整備の施工に当たっては、業者を指導・監督し、良好な労働環境の

確保に努め、適切な事業の執行に努めること。 

 

（５）事業実施に当たっては、可能な限り地元雇用や地域経済の活性化に寄与

するよう努めること。 

  

２ 



 

２ 事業費及び将来負担への配慮について 

 

（１）「脱・財政危機宣言」の解除から間もないものの、後世においても市民が

誇れる庁舎を整備することは「未来への投資」であることから、財政健全

化に十分配慮しながら新庁舎整備を進めること。 

 

（２）歴史的な低金利に加え、消費税率も引き上げ前であり、国の交付税措置

の活用もできることから、このタイミングを逃さず新庁舎整備を速やかに

進めること。 

 

（３）新庁舎整備において、国の「市町村役場機能緊急保全事業」を最大限活

用し、本市の財政負担を低減するため、国に対し、現在平成３２年度まで

とされる当該事業の期限を延長するよう強く求めること。 
 

（４）新庁舎整備を進めるに当たっては、庁舎整備を含む市債発行等の財政規

律を財政健全化プランの中に明記するなど、財政健全化の取り組みを引き

続き堅持すること。 

   また、新庁舎整備に伴う財政負担により、市民サービスの低下を招かぬ

よう留意すること。 

 

（５）実施設計や施工に当たっては、予定される整備コストの上昇が起きない

よう、発注時期の決定、さまざまな事前・予測チェックなど、きめ細かな

検証に努めること。 

 

（６）新庁舎の什器備品など、建設費のほかに要する費用を明らかにするとと

もに、現庁舎で使用されている備品を可能な限り有効活用し、新庁舎整備

に伴う新たな備品の調達コストの低減に努めること。 
  

３ 



 

３ 市民理解の促進・情報発信について 

 

（１）「未来への投資」として、将来発生が予想されている首都直下型地震など、

非常時に備えた総合防災拠点としての機能を有する新庁舎の整備は必須で

あることから、その必要性について、市民の理解が得られるよう努めるこ

と。 

 

（２）長期的なライフサイクルコストの優位性の観点から、新庁舎建設の妥当

性を丁寧に説明し、市民への理解の促進に努めること。 

 

（３）災害時における周辺企業・団体等と連携した庁舎活用のため、市民のみ

ならず、当該企業・団体等に対し、新庁舎整備の進捗に応じた丁寧かつ効

果的な情報提供を行うこと。 

 

（４）市民意見を十分取り入れ、市民利用につながるスペースを整備するとと

もに、誰もが利用しやすい環境となるようユニバーサルデザインに配慮し

た施設とすること。 

 

  

４ 



 

４ 庁舎周辺のまちづくりへの寄与について 

 

（１）従来的な展示・イベントの実施にとどまらず、新庁舎が、市の玄関口と

して、市政をはじめ、本市のさまざまな魅力を発信することに加え、常に

新たな魅力を感じられ、多くの人が集う場となるよう全庁を挙げて取り組

むこと。 

 

（２）新庁舎が千葉駅から千葉港へ続く臨港プロムナードの中間に位置する、

誰もが気軽に立ち寄れる象徴的な建物として、観光面に寄与し、新たな人

の流れやにぎわいの創出に貢献する場所となるよう検討すること。 

 

（３）市民生活を支える主要な企業・団体が集積する立地特性を生かし、新庁

舎が防災教育・啓発の場として機能するよう、周辺事業者等との連携を図

ること。 

 

（４）周辺地域については、千葉駅西口から国道３５７号上部空間までや、千

葉中央コミュニティセンターの土地・建物の利活用など、さらなる活性化

につながる取り組みを検討すること。 

また、みなと公園については、防災活動拠点としての広場的な活用のため

の再整備や周辺事業者との連携強化を検討すること。  

５ 



 

５ 庁舎整備全般について 

 

（１）新庁舎整備を契機に、より一層の市民サービス向上、働き方改革の推進、

周辺地域へのまちづくりへの貢献、災害時の周辺事業者等との連携などに、

全庁一丸となって取り組むこと。 

また、公共施設の複合化・合理化などを念頭に、さらなる公共施設総量の

縮減に寄与するよう取り組むとともに、庁舎敷地の未利用地の活用や中央コ

ミュニティセンターの将来的なあり方についても議論を深めること。 

 

（２）新庁舎整備の基本理念や基本設計コンセプトの実現に向けた具体的な取

り組みを明確にし、実施すること。 

 

（３）非常時に機能する危機管理センター及び関係フロアについては、平時に

おいても有効活用できるスペースとなるよう検討すること。 

 

（４）今後３０年間に東日本大震災や熊本地震のような大規模地震が発生する

可能性が極めて高い状況にあることから、市民の生命・財産を守る総合防

災拠点としての役割を果たすとともに、職員が安全に業務を遂行できる環

境を整備するため、速やかに新庁舎整備を進めること。 

 

６ 


